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合意形成マルチエージェント指向企業情報通信システムの
構築法の提案

武 内 惇† 藤 本 洋†

21世紀のオフィスワークの特徴として，(1)個人を中心とした組織全体の効率向上，(2)非定型作
業の自動化，(3)必要情報を自動入手，(4)実世界と仮想世界との連続的な連携があげられる．このよ
うなオフィスワークを実現するためには，人間の社会性（個人が組織の中で集団を作って生活しよう
とする人間の根本的な性質）を企業組織の中で効率良く扱うための仕組みの実現が重要と考える．筆
者らは，(1)社会性を解明しオフィスワークのモデル化を行い，(2)オフィスワークのモデルをベース
にしたオフィスワークを支援する企業情報通信システムのアーキテクチャとシステムの構築法を提案
する．オフィスワークのモデルとして，(1)業務遂行の場を表す役割空間モデル，(2)作業者を表す
活動主体モデル，(3)活動主体の活動を表すオフィスワークプロセスモデルの 3つのモデルを提案す
る．企業情報通信システムはネットワークで接続されたコンピュータ上の仮想空間に役割空間を構成
し，エージェントプログラムで実現する活動主体をオフィスワークプロセスモデルで表現される手順
に従って協調的に稼動させることにより非定型作業を実行するものである．また，エージェントは役
割空間の外からも最新の情報を取得し，組織の意図と個性を発揮し，適時実世界の人間と連携して動
作する機構を有している．

Proposal of the Construction Method for Consensus
Making Agents Based Enterprise Information and
Telecommunication Systems

Atsushi Takeuchi† and Hiroshi Fujimoto†

In the 21st century the office work style is characterized as followings. (1) The efficiency
promotion of the whole organization by regarding individuality. (2) Automating non-routine
work. (3) Automatic collection of needed information. (4) Linkage with a virtual world and
real world. We think that some mechanism for social ability handling are important. We
make clear social ability and use for base of office work model. We propose an architecture
and implementation method of enterprise information and telecommunication system based
on office work model. The office work model which we propose is constructed by 3 models
as followings. (1) Role field model which is a virtual working place. On the role field orga-
nizational activities are composed from individual personal activities. (2) Office actor model
which represents an agent of an office worker. (3) Office work process model which defines
communication methods between actors. On the enterprise information and telecommunica-
tion system, role field is a virtual space implemented on the computer network system, office
actor is implemented as agent-oriented program. Actors perform required non-routine work
cooperating each other by using the procedure which are described by office work process
model. Actor can get the newest information for work from role field, and communicate with
office worker timely to accomplish one’s responsibilities.

1. は じ め に

21世紀の情報化社会は，知識を効果的に活用するこ

とにより，大きな価値や収益を生むことが可能となる

社会であり，企業はこの情報化社会の中で，個人の責
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任を基盤に構成され，組織として最大の生産能力を発

揮できるように知識を効果的に活用できる仕組みを持

つことが重要となるといわれている4)∼6)．すなわち，

企業におけるオフィスワークは，業務担当者が各自の

好む方針や方法，場所，時間等のワークスタイルに従

い，かつ責任を持って作業を行い，さらに，作業過程

で生産される知識が組織の知識として蓄積され活用さ

れることにより，新しい知識が生産され，組織全体と
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しての能力向上が図られるようになる．このようなオ

フィスワークを実現するためには，人間の社会性（個

人が組織の中で集団を作って生活しようとする人間の

根本的な性質）を企業組織の中で効率良く扱うための

仕組みの実現が重要と考える．

本論文では，オフィスワークにおける業務の多様性

（目的や目標，業務担当者，業務遂行手順が多様である

という業務の特性），および業務のダイナミック性（業

務遂行途中で担当者や業務遂行手順が変化するという

業務の特性）に容易に対応できるようにするため，オ

フィスワークのモデル化を行う．次にオフィスワーク

のモデル（オフィスワークモデルと呼ぶ）をベースと

するオフィスワークの支援システム〔企業情報通信シ

ステム（RFIT: Role Field office work model based

Information and Telecommunication systemシステ

ム）と呼ぶ〕の構築法を提案する．

オフィスワークモデルは業務遂行の場を表す役割空

間モデル，作業担当者を表す活動主体モデル，さらに

活動主体の活動手順を表すオフィスワークプロセスモ

デルにより構成される．各モデルは以下の機能を実現

するところに特徴がある．

( 1 ) 役割空間モデル：個人の活動を組織の活動に統

合し，業務の多様性やダイナミック性に適応可

能とする機能

( 2 ) 活動主体モデル：個人情報と所属組織情報を装

備し，個人と所属組織の意図を業務遂行に反映

する機能

( 3 ) オフィスワークプロセスモデル：業務の多様性

とダイナミック性に適応して業務遂行プロセス

を表現する機能

以上の特徴を有するオフィスワークモデルをベース

にすることにより，21世紀のオフィスワークの特徴を

支える以下の機能を有する企業情報通信システムの実

現を目指す．

( 1 ) 個人を中心とした組織全体の効率化機能

( 2 ) 非定型作業の自動化機能

( 3 ) 必要情報の自動入手機能

( 4 ) 実世界と仮想世界との連続的な連携機能

企業情報通信システムは企業内ネットワーク上に構

築し，作業担当者（以下，担当者と呼ぶ）がどこからで

も企業内ネットワークにコンピュータを接続し，その

コンピュータ上で同時に複数の業務を遂行可能とする．

この研究分野では，個性を重視することにより組織

体としての利益を増大させ，かつ人間とコンピュータ

が協調して活動することを可能とする次世代の情報通

信システムの実現方式に関する研究が進められている．

この代表的研究に ADIPSプロジェクト1),2)と CASA

プロジェクト3)がある．

前者は分散システム上の計算機プロセスをエージェ

ントにより実行制御するエージェント指向分散システ

ムのフレームワークを与えるものである．ここでは

エージェントが設計者や運用技術者の知識を利用しな

がら自律的に分散システムを構成するためのエージェ

ント指向プログラミング環境が提供されている．

後者は実世界における個人の社会活動の仕組みをコ

ンピュータ上に実現することにより，人間とコンピュー

タのシームレスな連携を可能とするシステムの実現を

目指すものである．CASAは多様なシステム分野に

適用可能とするために，1人の人間の機能部分ごとに

エージェントを配置し，それらのエージェントを連携

して動作させることにより柔軟に多様な作業を処理可

能としている．

企業情報通信システムは個性を重視しかつ個人が最

大限の能力を発揮しながら全体として効率良く機能さ

せる機構が必要となるが，上記のいずれのシステムで

も個人の特性や活動，組織の特性や活動を明示的に扱

う機構がないため，企業情報通信システムの構築が難

しいという問題点がある．本論文では上記のシステム

の問題点を解決し，21 世紀のオフィスワークを支え

る企業情報通信システムの構築法を提案する．

2章ではオフィスワークのモデル化について，3章

ではオフィスワークモデルをベースにした企業情報通

信システムの考え方について述べる．4章では企業情

報通信システムのアーキテクチャについて，5章では

個性を重視した個人の活動を組織としての活動に統合

するための仕組みとして合意形成を取り上げ，合意形

成を支援する企業情報通信システムの構築法について

述べる．6章では生産スケジュール作成システムの試

作結果から企業情報通信システムが実現可能性である

ことを明らかにする．

2. オフィスワークのモデル化

2.1 オフィスワークの特徴

筆者らは 21世紀のオフィスワークの特徴を以下の

ようにとらえている4)∼6)．

( 1 ) 　個人を中心とした組織全体の効率化

個性を重視し，かつ個人が責任を持って最大限の能

力を発揮しながら，組織全体として効率良く機能する．

( 2 ) 　非定型作業の自動化

計画作成や作業スケジュール作成，予算策定等のよ

うに，関連部門の作業担当者や当該分野の専門家が集

まり合意形成を行い，課題に対する解決策を策定する
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作業を非定型作業と呼ぶ．非定型作業では作業担当者

の作業目標や価値観の違いから複数の解決策が立案さ

れ，どの解決策を選択するかは一緒に作業している作

業担当者の合意により決定される．21世紀のオフィス

では合意形成の仕組みがコンピュータ上に実現されて

おり，非定型作業が自動化されている．

( 3 ) 　必要情報の自動入手

担当者は，作業途中の中間成果物，作業成果物等の

情報だけではなく，所属する組織や個人の特性に適合

するように選別された業務遂行に必要な情報も自動的

に入手することができる．

( 4 ) 　実世界と仮想世界との連続的な連携

担当者がコンピュータ上の仮想世界で動作する自分

の代理人（活動主体と呼ぶ）とつねに連携して活動す

ることにより，活動主体が担当者の意図に反して勝手

に活動することを抑制する．これにより担当者が自分

の意図に基づいて業務を遂行でき，業務遂行の達成感

を持つことができるシステムを提供する．さらに，担

当者がコンピュータ上の仮想空間で実行される業務の

遂行を適時制御可能とすることにより，人間が担当す

る作業とコンピュータが担当する作業の分離を容易に

設定することを可能とする．これにより直感や連想，

感性や意志に基づく判断等人間が得意な処理を人間が

担当し，コンピュータの処理を単純化するとともに，

ネットワーク上の資源を効率良く使用可能とする．

このような特徴を有するオフィスワークを支える企

業情報通信システムを構築するには，業務の多様性と

ダイナミック性を系統的に扱うための枠組みとなるオ

フィスワークモデルが重要となる．

2.2 オフィスワークのモデル化の考え方

本論文ではオフィスワークを以下のように考える．

業務遂行の必要性が生じたとき，当該業務遂行の要

求者（要求者と呼ぶ）は当該業務に関連のある部署か

ら担当者を募り，担当者間のコミュニケーションの場

を設置する．担当者は業務課題の解決策を検討し，コ

ミュニケーションの場に参加し，他の担当者と協調し

て業務を遂行する．すなわち，オフィスワークは要求

者によって設置された業務遂行の場（役割空間）にお

いて，担当者（役割空間で活動するのは担当者の代理

人である活動主体）が，決められた活動手順（オフィ

スワークプロセス）に従って業務を遂行するというも

のである．これに基づき，オフィスワークを表現する

ためのオフィスワークモデル（RFOWモデル：Role

Field based Office Workモデル）を以下の 3つのモ

デルで構成する（図 1）．

( 1 ) 役割空間モデル（ROFモデル：Role Fieldモ

図 1 オフィスワークモデル（RFOWモデル）の構成
Fig. 1 Structure of office work model (RFOW model).

デル）：要求者の指示により，コンピュータシ

ステム上の仮想空間に設置される業務遂行の場

を表す．

( 2 ) 活動主体モデル（OFAモデル：Office Actorモ

デル）：担当者の代理人として所属する組織から

役割空間に参加して業務を遂行する人間を表す．

( 3 ) オフィスワークプロセスモデル（OWPモデル：

Office Work Process モデル）：要求者の活動

（役割空間の設置や解放，担当者への参加依頼）

や担当者の活動（役割空間への参加），活動主体

の活動（役割空間での業務遂行）を表す．OWP

モデルはオフィスワークの活動プロセス要素に

注目してOSCAR（Orderプロセス，Streamプ

ロセス，Coordinateプロセス，Actionプロセ

ス，Reportプロセス）プロセスモデルと呼ぶ．

2.3 役割空間モデル（ROFモデル）の構成法

( 1 ) ROFモデルの基本的な考え方

専門家が集まり課題の解決策について全員で意

思決定することを「業務を遂行すること」とと

らえる．意思決定を行うためのコミュニケーショ

ンの場を会議と呼ぶのに対して，業務遂行の場

を役割空間と呼ぶ．役割空間の概念を導入する

ことにより，業務遂行に関する要素を明示的に

表現する枠組みを与える．ROFモデルは役割

空間をモデル化するものである．

( 2 ) 役割空間の構成要素の定義

役割空間を識別子，目的，リソースおよびプロ

セスの 4つの構成要素により定義する（表 1）．

( 3 ) 役割空間データベース（RFDB：Role Field

Data Base）の導入

RFDBには役割空間の 4つの構成要素に関す

る情報を保存する．RFDBは格納された情報

の中から要求者や担当者に情報を提供する．活

動主体は RFDBから業務遂行に必要な情報を
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表 1 役割空間の構成要素の定義
Table 1 Constitution elements of a role field.

入手することができるため，いつでも役割空間

で作業を開始することができる．

2.4 活動主体モデル（OFAモデル）の構成法

( 1 ) 　OFAモデルの基本的な考え方

活動主体は要求者からの要請により，役割空間から

与えられる目的，リソース，およびプロセスに関する

情報を基に実世界の担当者によって役割空間上に生成

される．活動主体は担当者が所属する組織の役割に

従って与えられる権限と責任のほかに，担当者の個性

と知識を持つ．ここで，権限とは活動主体が役割空間

に参加するとき，要求者によって認定されるものであ

る．他の活動主体との合意形成ができないときに行使

される決定権限であるためすべての担当者には異なる

権限の値が与えられる．また，責任とは完了予定期限

までに作業を完了することである．活動主体は要求者

から与えられた作業が予定どおりに進められるように，

担当者に対して作業指示を督促することにより責任を

達成しようと試みる．個性とは業務課題の解決策の立

案手順や他の活動主体の提案に対する賛成反対等の判

定基準を含む当該活動主体の活動手順である．知識と

は活動の結果得られた情報である．

活動主体は担当者からの指示により活動中ダイナ

ミックに賛成反対等の判定基準に関する個性を変更す

ることができため，他の活動主体と連携した業務の遂

行法を変更することができる．このため活動主体は業

務のダイナミック性に柔軟に対応可能である．

( 2 ) 　活動主体の構成要素の定義

以上のことから，活動主体は表 2に示す識別子，組

織関連情報，個人関連情報および活動手順の 4つの構

成要素により定義できる．

2.5 オフィスワークプロセスモデル（OSCARプ

ロセスモデル）の構成

オフィスワークプロセスモデルは役割空間の設置や

解放の手順と活動主体の生成手順，役割空間上におけ

る活動主体の活動手順（これら 3 つの手順を活動プ

ロセスと呼ぶ）をモデル化したものである．本論文で

表 2 活動主体の構成要素の定義
Table 2 Constitution elements of an office actor.

表 3 OSCARプロセスモデルの構成要素の定義
Table 3 Constitution elements of OSCAR process model.

は，要求者，担当者，活動主体の間で交換される情報

の種類に注目して，それぞれの情報を操作するため，

表 3 に示す 5つの活動プロセス要素（Orderプロセ

ス，Streamプロセス，Coordinateプロセス，Action

プロセス，Reportプロセス）に活動プロセスを分類

する．これにより，要求者や担当者，活動主体の活動

手順を変更する場合，変更すべき活動プロセス要素を

限定することができるため，活動手順の変更が容易に

なる．

3. RFOWモデルに基づく企業情報通信シス
テムのフレームワーク

3.1 役割空間に基づく企業情報通信システムのイ

メージ

企業情報通信システムは要求者から指定された多様

な非定型作業を実行するプラットホームであり，ネッ

トワークで接続された各担当者のコンピュータおよ

びオフィスワークで作成される情報を蓄積するための

データベースサーバにより構成される．コンピュータ

ネットワーク上の仮想空間には業務別に複数の役割空

間が設置される．役割空間上では，部や課，係等の組

織体から選択された担当者の代理人である活動主体が

業務を遂行する．各担当者は 1台のコンピュータを介
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図 2 企業情報通信システムイメージ
Fig. 2 Schematic illustration of the enterprise

information telecommunication systems.

して，同時に複数の役割空間上で異なる業務を担当す

ることが可能である．図 2に企業情報通信システムイ

メージを示す．

3.2 オフィスワークの特徴への対応

2章で述べた 21世紀のオフィスワークの特徴を実

現するため，企業情報通信システムが備えるべき機能

を以下に示す．ただし，非定型作業の自動化について

は 3.3節に詳述する．

( 1 ) 　個人を中心とした組織全体の効率化

活動主体は所有する個性や知識に基づき業務課題の

解決策を作成する．さらに，活動主体は他の活動主体

が作成した解決策を参照し，与えられた個性や権限を

用いて自分の解決策の改善を行い役割空間全体とし

ての解決策を決定する（Actionプロセス）．すなわち

個々の活動主体が個別に生産した知識（解決策）から

組織全体（役割空間）の新しい知識（解決策）を半自

動的に生産することができ，組織全体の作業効率の向

上を図ることができる．

( 2 ) 　必要情報の自動入手

担当者は作業途中の中間成果物や作業の結果得られ

た成果物等の RFDBに蓄積された情報を自動的に入

手することができる（Reportプロセス）．活動主体が

すでに運用されている役割空間に途中から参加すると

き，役割空間上ですでに活動している活動主体の名称

や所属組織名，権限の情報，すでに作成された中間成

果物は，RFDBより当該活動主体へ自動的に配信さ

れる（Streamプロセス）．これにより活動主体はいつ

でも役割空間に参加し，活動可能である．

また，担当者は，役割空間外に存在する当該業務遂行

に必要な情報を収集するため，活動主体に対して収集

図 3 必要情報取得の自動化
Fig. 3 Automatic information collection.

する情報ならびに収集方法を指示する（Coordinateプ

ロセス）．活動主体は，担当者からの指示に従って情報

を収集し（Actionプロセス），担当者の要求に適合する

よう，情報を選別し，担当者に提示する（Coordinate

プロセス）．（図 3）．

( 3 ) 　実世界と仮想世界の連続的な連携

活動主体は担当者により Actionプロセスに設定さ

れた担当者への問合せ条件が満たされたとき，担当者

に問合せを行うことができる（Coordinateプロセス）．

これにより担当者と活動主体を連携させる．

また，活動主体は担当者に作業指示を依頼した後担

当者から作業指示がなされないとき，要求者から与え

られた予定のとおりに作業ができるようにするため，

担当者に対して早く作業指示を与えるように要求する

ことができる（Coordinateプロセス）．

3.3 責務分割による非定型作業の定式化

( 1 ) 　非定型作業の責務分割法

非定型作業の作業手順は，多様であり，対象となる

非定型作業の種類が異なる場合表層的に異なる形式で

表現されことが多く，OSCARプロセスモデルを用い

た表現が複雑になり変更が難しくなる．非定型作業支

援システムの構築法を作成するにあたっては，非定型

作業を表現する枠組みが必要である．筆者らは活動主

体の非定型作業における個々の作業の目的に注目して，

図 4 のように非定型作業を，©1 課題獲得責務，©2 定
式化責務，©3 解決策策定責務，©4 情報管理責務の 4

つの責務に分割することにより，各責務を実行する作

業手順を単純化し，非定型作業手順を表現するための

枠組みとする（表 4）．さらに，OSCARプロセスモ

デルを用いて責務の作業手順を表現することにより，

作業手順として記述すべき活動プロセス要素が明らか

になることから，多様な業務の遂行手順を容易に表現

可能となる．

( 2 ) 　詳細活動主体を用いた非定型作業の定式化と

具体化

責務を実行する主体を詳細活動主体と呼ぶ．担当者

の職務により担当者が実行する責務は限定されるため，
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表 4 非定型作業の責務分割
Table 4 Responsibilities of non-routine work.

図 4 4階層分割による非定型作業の進め方
Fig. 4 Non-routine work procedure using

4 responsibilities.

1つの責務のみを担当する担当者も存在する．詳細活

動主体が相互に連携して実行する非定型作業の手順を

以下に示す（図 4）．
©1 課題獲得責務：b1（以下 b1，a1等は図 4 の詳細

活動主体の番号を示す）は課題を構成するための

情報を収集し（Actionプロセス），a2に転送する

（Actionプロセス）．
©2 定式化責務：a2は得られた情報から解決策策定

要件を作成し（Actionプロセス），a3，b3，c3に

転送する（Actionプロセス）．
©3 解決策策定責務：a3，b3，c3は a4，b4，c4から

必要な情報を取得し（Actionプロセス），それぞ

れの解決策を策定する（Actionプロセス）．次に

a3，b3，c3は各自作成した解決策を基に検討し，

全員が合意する解決策（合意案と呼ぶ）を決定す

る（Actionプロセス）．

©4 情報管理責務：a4，b4，c4は情報を収集し管理

する（Actionプロセス）．a3，b3，c3の要求に対

して情報を提供する（Actionプロセス）．

4. エージェントを用いた企業情報通信システ
ムの構築法

4.1 企業情報通信システムアーキテクチャ

企業情報通信システムは，使用者である要求者と担

当者，ならびに情報管理を容易にするための機構に注

目して，ネットワークで接続された要求者サブシステ

ム，担当者サブシステム，役割空間データベースサブ

システムから構成する．企業情報通信システムのアー

キテクチャを図 5 に示す．

( 1 ) 　要求者サブシステム

業務生成部は役割空間の設置や解放，担当者サブシ

ステムに対する役割空間への参加依頼や業務終了連絡

を行う（Orderプロセス）．また，データベースサブシ

ステムに対して，役割空間定義情報を提示する（Order

プロセス）．報告部は成果物を要求者に提示する処理

を行う（Reportプロセス）．

( 2 ) 　担当者サブシステム

人間社会の非定型作業の進め方をそのままコンピュー

タ上に実現するため，担当者サブシステム上で活動す

る詳細活動主体は自律的に稼動するエージェントプロ

グラム7)として実現する．これにより担当者の個性を

作業手順に明示的に反映でき，コンピュータ上の作業

に対して人間が容易に介入できるようにするところに，

本企業情報通信システムの処理方式の特徴がある．

エージェント生成部は，担当者の指示に従ってエー

ジェントプログラムの生成と削除を行う（Orderプロ

セス）．担当者が複数の責務を担当するとき，それぞ

れの責務を担当する複数のエージェントプログラムが

当該担当者サブシステムの上に存在する．



1218 情報処理学会論文誌 Apr. 2000

図 5 企業情報通信システムのアーキテクチャ
Fig. 5 Architecture of the enterprise information and

telecommunication systems.

エージェント部は，課題の解決策を立案し，他のエー

ジェントと協調して合意案の作成を行う．また，役割

空間の外部から情報を収集・選択し（Actionプロセ

ス），担当者に提示する（Coordinateプロセス）．エー

ジェントの動作の詳細はエージェントプログラムの構

造とともに 4.3節で述べる．

( 3 ) 　データベースサブシステム

データ管理部は要求者サブシステムから送られる

役割空間定義情報や担当者サブシステムからの業務

の中間成果物や最終結果の成果物を RFDBに格納し

（Streamプロセス），適時要求者や担当者に提示する

（Reportプロセス，Streamプロセス）．

4.2 マルチエージェント間の協調方式

担当者サブシステムは担当者が担当する責務を実行

するエージェントを装備する．各責務を担当するそれ

ぞれのエージェントを課題獲得担当エージェント，定

式化担当エージェント，解決策策定担当エージェント，

情報管理担当エージェントと呼ぶ．

エージェント間の協調方式は以下の 2 種類であり，

Actionプロセスを用いて実現される．

( 1 ) 同一責務を担当するエージェント間の協調方式

責務担当者の統一した作業成果物を得るため，

エージェントは合意形成による協調を行う．協

調動作中，担当者が介入し協調過程を制御でき

るところに本システムの特徴がある．

図 6 エージェントの内部構造
Fig. 6 Structure of agent program.

表 5 情報加工部の処理機能
Table 5 Functions of information processing parts.

( 2 ) 異なる責務を担当するエージェント間の協調

方式

責務担当者は単に情報の送受信による協調を

行う．

4.3 エージェントの内部構造と実行形態

エージェントプログラムの変更を容易にするため，

エージェントの活動プロセス要素（Actionプロセス，

Coordinateプロセス，Streamプロセス）を実行する

情報加工部，連携作業部，成果管理部の 3つの部分か

らエージェントプログラムを構成する（図 6）．

( 1 ) 情報加工部

課題獲得担当エージェント，定式化担当エージェ

ント，解決策策定担当エージェント，情報管理

担当エージェントの情報加工部の処理は，表 5

の機能を実行する（Actionプロセス）．

( 2 ) 連携作業部

連携作業部はエージェントが他の活動主体を構

成するエージェントと効率良く協調するため，

またエージェントの作業の遅れが生じないよう

にするため，実世界の担当者と情報交換を行う

（Coordinateプロセス）．
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( 3 ) 成果管理部

成果管理部は情報加工部で作成された中間成果

物や最終成果物をデータベースサブシステムに

転送する（Streamプロセス）．また，成果管理部

は担当者サブシステム起動時に，データベース

サブシステムからの業務再開に必要な情報を取

得し，協調部や情報加工部に転送する（Stream

プロセス）．

5. 協議と多数決を用いた合意形成法

5.1 合意形成の基本的な考え方

2.1節で述べたように，実世界における非定型作業

では解決策策定担当者が解決案を会議等の作業場に持

ち寄り，その場で合意形成することにより解決策を決

定する．しかし，合意形成の方式は，説得や妥協，協

議，多数決等多様なものが使用される．本企業情報通

信システムでは，担当者が要求者から指定される合意

形成法を Actionプロセスとしてエージェントに実装

するため，多様な合意形成の方法を実現できる．以下

では合意形成方式の例として，解決策策定者が各自の

解決策案を示して協議を行い，その後多数決により解

決策を決定するという，民主主義社会で実施されるこ

とが多い代表的な手順を示す．

5.2 協議と多数決による合意形成プロトコル

( 1 ) 　貸し借り値を用いた協議手順

以下では，1 人の相手に対して自分の案を提示し，

その案を自分の案として採用するよう依頼する協議に

ついて述べる．他の形式の協議についても，Actionプ

ロセスを用いて同様な手順で実現できる．一般に協議

の手順は多様であるが，ここでは「相手に借りがあり，

かつ，相手の案を採用したとき損害が許容値以下なら

相手の意見を採用する」という協議方式を採用する．

協議の手順を図 7 に示す．システムの運用開始時，

最初の協議要求者（議長と呼ぶ）は権限の最も大きい

活動主体とする．最初の協議要求者となる機会を均等

にするため，議長は権限の大きい順番に従った持ち回

り制とする．解決策が決定されたとき，次の活動主体

に議長役を移行させる．
©1 エージェント A（以下，Aと呼ぶ）はエージェン

ト B（以下，Bと呼ぶ）を協議の相手に選ぶとする．
©2 BはAの案を採用したときに被る損害を算定し，損
害が許容できるかどうかを判定する．このとき Bは

個性として所有している損害許容判定基準値を使用す

る．©3 Bは相手の案を採用できないと判断したとき，
Aに協議の打切りを伝える．このとき協議要求者を次

のエージェントに替え，新たに協議を開始する．すべ

図 7 協議手順
Fig. 7 Procedure of discussion.

ての貸しのあるエージェントとの協議を終了したとき

多数決による合意形成に移る．一方，©4 Bは相手の案
を採用可能と判断したとき，採用の代価となる貸し値

を算定し Aに伝える．©5 Aは Bから示された貸し値

を判定し，Bに案の改訂を依頼するかどうかを決定す

る．このときAは個性として所有している貸し値許容

判定基準値を使用する．©6 Aは Bから提示された貸

し値が許容値を超えるとき協議打切りを Bに伝える．

このとき協議要求者を次のエージェントに替え，新た

に協議を開始する．すべての貸しのあるエージェント

との協議を終了したとき多数決による合意形成に移る．
©7 Aは貸し値が許容値を超えないとき Bに自分（A）
の案に変更するよう依頼する．損害の算定，損害の許

容判定，貸し値の算定，貸し値許容判定は情報加工部

の Actionプロセスのプログラム中に記述された処理

手続きに従って実行される．

( 2 ) 　信頼点，権限を用いた多数決手順

本合意形成で用いる多数決の手順を図 8 に示す．
©1 議長は関連する他のエージェントに対して解決策の
提示を要求し，他のエージェントから提示された解決

策に基づいて採決を行う．裁決の結果，©2 賛同者が最
も多い解決策が存在するとき，当該解決策は合意され

た解決策として，他のエージェントに伝達されるとと

もに，データベースサブシステムに格納される．また，

合意案の提案者や合意案に賛同した活動主体には信頼

点（それまで採用された解決策を提案した回数）が 1

点加点される．一方，©3 賛同者の最も多い案が複数あ
るとき，それらの賛同者の中で最も高い信頼点を持つ

エージェントの案を合意案とする．この合意案も複数

あるとき，それらの中で要求者によって与えられた権

限の高いエージェント（要求者はすべてのエージェン
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図 8 多数決手順
Fig. 8 Procedure of majority decision.

トに異なる権限を与える）の案を合意案とする．信頼

点は合意案と同一の案を提案したすべてのエージェン

トに 1点加点され，当該エージェントの知識として記

憶される．合意案以外の案を提示したエージェントは

合意案を受け入れ，まだ結審していない課題の解決策

の見直しを行う．合意案は作業の成果物として成果管

理部がデータベースサブシステムに格納される．

6. 生産スケジュール作成システムの試作

6.1 試作の目的

生産スケジュール作成システムを試作する目的は，

企業情報通信システムのアーキテクチャおよびエー

ジェントの実現可能性について検討するためである．

特にシステムが正しい解を与えること，ならびに，オ

フィスワークの 4つの特徴が実現可能であることを明

らかにする．

試作にあたって，エージェントが連携して合意形成

を行う機構が重要であることから，次の機能を実現す

る．(1)複数の解決策策定担当エージェントが定式化

された課題情報を取得し，情報管理担当エージェント

から得た情報を用いて生産スケジュール案を作成する

機能，(2)解決策策定担当エージェントどうしで協議

と多数決を行い合意した生産スケジュールを作成する

機能．

エージェントは担当者サブシステム上に人手で実装

し，また，RFDBは担当者サブシステム上に表の形

式で実装する．

6.2 生産スケジュールの特徴

潤滑油の生産方式は潤滑油の作成依頼（注文）を受

け，製品を生産する受注生産型である（図 9）．注文

図 9 潤滑油生産工場
Fig. 9 Factory constitutions of lubricating oil production.

表 6 生産スケジュール表の例
Table 6 An example of schedule table.

書には，生産する潤滑油の種類と生産量，使用する容

器種類等が記述されている．注文は生産ロット（生産

完了期限と潤滑油種ごとに，ユーザ名と生産量，使用

容器名等をまとめた生産要求単位）にまとめられ生産

スケジュールに組み込まれる．潤滑油は多種類の原材

料を攪拌釜で混合して生産される．生産された潤滑油

は充填装置で指定された容器に格納され製品となる．

製品は注文書で指定された複数種類の製品と一緒に荷

造りされ，倉庫に一時保管された後出庫される．

生産スケジュールは，1カ月間の何日，どの攪拌釜

と充填装置を使用して，どの生産ロットをどれだけ生

産するかを決定したものである（表 6）．

潤滑油生産作業の特徴として，原材料や製品の在庫

量を最小化が求められることや，以下のことがあげら

れる．

( 1 ) 少量多品種の受注生産型生産である

潤滑油の種類は約 500種類，原材料は約 480種

類と多い．
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表 7 詳細活動主体の担当者と所有情報
Table 7 Operator of agent and attribute of agent.

( 2 ) 連続量と離散量を同時に扱わなければならない

攪拌釜は前回生産した潤滑油種が異なるとき，

使用する前に洗浄が必要であり，また充填装置

は前回生産した潤滑油種が異なるとき，充填装

置内に残存する前に作成した潤滑油を装置から

押し出し廃棄する（端切と呼ぶ）が必要である．

洗浄や端切を扱うための連続量の処理と使用す

る攪拌釜や充填装置，容器や荷姿を扱う離散量

の処理の連携が必要である．

( 3 ) ダイナミックな生産プロセスの変更が必要で

ある

攪拌釜や充填装置はそれぞれ洗浄や端切が必要

になったりするため，緊急対応が必要な注文が

入ったり，生産のやり直しが必要になったりし

たとき，ダイナミックな生産プロセスの変更が

必要になる．

( 4 ) 目標を同時に満たすための条件が相反する

生産スケジュールを作成するうえでの目標は，

(a) 生産コストを低くする，(b) 製品の出荷対

象ユーザ数（サービス数）を多くする，(c)生

産して出荷するまでの期間を短くするの 3つで

ある．それぞれの目標を達成する生産プロセス

は相反することがある．

6.3 合意形成を用いた生産スケジュール作成法

潤滑油生産工場における生産スケジュールは，上記

の 3つの目標をできるだけ均等に満足するように作成

する必要がある．本試作システムでは，生産スケジュー

ル作成法を以下のように定式化する．

( 1 ) 　要求者と担当者，詳細活動主体，RFDB表の

設定

生産スケジュール作成担当者を生産スケジュール作

成業務の要求者と考える．要求者が，注文受け付け担

当者，生産コスト最小を目標とする生産スケジュール

の作成担当者，出荷対象ユーザ数最大を目標とする生

産スケジュールの作成担当者，生産期間最短を目標と

する生産スケジュールの作成担当者，また攪拌釜や充

填機，容器，原材料を管理するそれぞれの担当者を選

択する．それぞれの担当者には表 7 に示す詳細活動

主体の役割を与える．本試作システムでは，生産スケ

ジュール作成担当者が作成した生産ロットを使用でき

るため，課題の定式化が不要となり定式化責務の担当

者は使用しない．また，各責務担当者の所有する権限

や責任，個性，知識を表 7に示す．ここで，コスト最

小エージェントの権限の値を 1にすることにより，当

該エージェントが最も決定権限が高いことを示す．ま

た，責任の値を 1にすることにより，担当者からの作

業指示待ち期限が 1時間であることを示す．

RFDB表には役割空間に関する情報（表 1）のうち，

リソースに関する活動主体名，権限，作成途中の生産

スケジュール表や最終結果の生産スケジュール表を格

納する．
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( 2 ) 　スケジュール作成処理手順

スケジュール作成処理手順を以下に示す（図 10）．
©1 課題獲得エージェントは翌日から 1カ月後までの

生産ロットを読み込み，解決策策定エージェント

に提示する．
©2 解決策策定エージェントは各自の個性に基づいて

1カ月分の生産スケジュール案を作成する．
©3 翌日から順に生産日を設定する．
©4 攪拌釜には番号が付けられており，1番の釜から

順番に以下の手順で当該釜で処理する生産ロット

図 10 生産スケジュール作成手順
Fig. 10 Procedure of production scheduling.

を決定する．
©5 図 8で示した手順に従って，当該釜で処理すべき

生産ロットについて協議を行う．このとき使用す

る損害算定式，損害許容判定基準値，貸し値算定

式，貸し値判定基準を表 8に示す．損害算定式の

係数値と損害許容判定基準値，貸し値算定式の係

数値，貸し値判定基準値は担当者により更新され

るものである（Coordinateプロセス）．協議相手

が協議要求者の案への変更を了解したとき，協議

要求者は協議相手に対する貸し値を要求された分

だけ削減する．協議相手は協議要求者に対する貸

し値を要求した分増加する．さらに，協議対象と

なった生産日と攪拌釜の生産ロットを協議要求者

の案に修正した後，まだ協議を行っていない生産

スケジュールの部分について生産スケジュールの

再構成を行う．

一方，協議相手が協議要求者の案への変更を了

解しなかった場合，5.2節で述べたように協議要

求者を替えて協議を進める．
©6 協議が打切られた場合図 8に示した手順に従って，

議長役の解決策策定エージェント（最初は権限が

最も高いコスト最小エージェント，次回はサービ

スエージェント）が当該生産日の当該釜で処理す

る生産ロット案を全解決策策定エージェントから

収集し採決を行う．最多得票を得た生産ロットを

合意された当該生産日の当該釜の生産スケジュー

ルとする．また最多得票数が同数のとき，信頼点

や権限を使用して 5.2節に示した方法で生産ロッ

トを決定する．決定された生産ロットは中間成果

物として RFDB表に格納される．採用された案

を提案した解決策策定エージェントは信頼点が 1

点加点される．採用されなかった案を提案した解

表 8 協議に使用する諸式
Table 8 Equations used in council.
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表 9 オフィスワークの特徴の実現法
Table 9 Realization mechanisms for characteristics of future office work.

決策策定エージェントは信頼点が与えられず，採

決の対象となった生産日と攪拌釜の生産ロットを

合意された生産ロットに修正した後，まだ協議を

行っていない生産スケジュールの部分について生

産スケジュールの再構成を行う．
©7 ©8 まだ処理すべき生産ロットが決まっていない攪
拌釜や生産日があるときは次の攪拌釜や生産日を

設定し，©3 ，©4 から処理を繰り返す．
6.4 生産スケジュール作成システムの評価

システムの中核となる合意形成機構として課題獲得

エージェント，解決策策定担当エージェントならびに

情報管理担当エージェントを 1 台のパーソナルコン

ピュータ上に実現した．各エージェントプログラムは

Java 言語で記述されており，規模は解決策策定エー

ジェントは約 1000行，課題獲得エージェントは約 200

行，情報管理エージェントは 500行である．OSCAR

プロセスはエージェントプログラム中に Java言語を

用いて実装されている．

作成された生産スケジュールは，手作業で作成した

ものと同質のものが得られるため，潤滑油生産工場の

スケジュール作成担当者から実際の生産スケジュール

作成業務に適用可能であるとの評価を得ている．この

ことから協議，多数決による合意形成機構の実現可能

性を確認することができた．

最後に，2.1節に示した 21世紀のオフィスワークの

特徴と本試作システムの関係を表 9に示す．これによ

り，役割空間モデル，活動主体モデル，OSCARプロ

セスを用いることで，21 世紀のオフィスワークの特

徴が実現可能であることを確認することができた．な

お，ネットワークからの必要な情報を自動収集する機

能の基本部は，担当者から指定された時期に，指定さ

れた情報収集先からインターネットを介して情報を収
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集する Actionプロセスと，情報を担当者に提示する

Coordinateプロセスにより容易に実現可能であると

考える．これにより，企業情報通信システムのアーキ

テクチャおよびエージェントの実現可能性を確認する

ことができた．

7. お わ り に

21 世紀のオフィスワークを実現する企業情報通信

システムの構築法を確立するため，役割空間モデル，

活動主体モデル，OSCARプロセスモデルからなるオ

フィスワークモデルを考案し，オフィスワークモデル

をベースにエージェントを用いたシステムの構築法を

提案した．さらに，生産スケジュールシステムを試作

し，本システム構築法による企業情報通信システムの

実現が可能であるとの見通しを得た．実現される企業

情報通信システムの特徴は以下のとおりである．

( 1 ) 　個人を中心とした組織全体の効率向上

役割空間上で個性的に活動する複数の活動主体を

OSCARプロセスを用いて協調動作させた．活動主体

には個人の意図（個性と知識）と組織の意図を表現す

る情報（責任と権限）を持たせることにより，個性重

視の活動と組織の意図を反映する活動を明示的に扱え

るようにした．

( 2 ) 　非定型作業の自動化

非定型作業を 4つの責務に分割し，活動主体を責務

担当（詳細活動主体）に分割し，多様な非定型作業を

OSCARプロセスを用いて容易に実行可能とした．

( 3 ) 　必要情報の自動入手

役割空間（データベースサブシステム）に作業過程

の情報を蓄積し，新規に業務に参加した担当者に対し

最新の情報を自動的に提供する機構を提案した．また

活動主体が担当者の代わりに役割空間の外から情報を

収集し担当者に提示する機構を提案した．

( 4 ) 　実世界と仮想世界との連続的な連携

エージェントを作業担当者の代理人として活動させ

ることにより，エージェントが業務遂行を効率良く行

うため担当者に問合せを行う機構と，担当者が問合

せに対してエージェントに動作を指示する機構を考案

した．

今後の課題は以下のとおりである．

( 1 ) ネットワーク上に分散配置されたコンピュータ

上の役割空間におけるエージェントの合意形成

を可能とする通信プラットフォームの実現方式

の開発を行う．

( 2 ) ネットワーク上から必要な情報を自動的に収集

する機構として，担当者が活用した情報の特徴

を記憶し，収集した情報を選択して提供する機

能の実現を図る．

( 3 ) エージェントの実現を容易にするため，OSCAR

プロセス記述言語の開発を進める．

( 4 ) エージェントが音声，静止画，動画等多様な情

報を扱えるようにするため，エージェントの位

置の隠蔽とメディアの隠蔽，メソッドの隠蔽を

行いマルチメディア情報をコンピュータ間で効

率良く通信可能とする通信プラットホーム8)上

に本システムを構築する仕組みを実現する．
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